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論壇
1
�
租
税
法
律
主
義

「
法
律
な
け
れ
ば
租
税
な

し
」（n

u
llu
m
trib
u
tu
m

sin
e
le
g
e

）
の
原
則
の
発

展
史
上
の
前
身
は
、
等
族
に
よ

る
課
税
の
同
意
で
あ
っ
た
。
租

税
法
律
主
義
の
淵
源
を
た
ど
れ

ば
、
マ
グ
ナ
・
カ
ル
タ
（
1
2

1
5
年
）
に
た
ど
り
つ
く
。
絶

対
主
義
時
代
に
等
族
の
課
税
同

意
権
が
実
務
上
取
り
消
さ
れ
た

後
に
、
課
税
同
意
権
は
、
立
憲

君
主
制
の
時
代
に
よ
う
や
く
国

民
代
表
に
留
保
さ
れ
、
課
税
客

体
及
び
税
率
を
法
律
に
よ
っ
て

決
議
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

い
か
な
る
税
を
自
ら
負
担
す
る

か
に
つ
い
て
、
自
身
で
決
定
す

る
こ
と
の
で
き
る
こ
と
が
、
議

会
を
通
し
て
代
表
さ
れ
る
国
民

が
民
主
制
原
則
の
も
と
で
は
じ

め
て
正
統
化
さ
れ
た
の
で
あ

る
。
法
治
国
家
原
則
と
民
主
制

は
、
両
者
を
担
う
憲
法
上
の
支

柱
で
あ
る
法
治
国
家
に
お
け
る

法
律
留
保
の
原
則
及
び
議
会
議

決
留
保
の
原
則
に
顕
現
し
て
い

る
1
。

租
税
法
律
主
義
は
、
課
税
権

者
に
対
し
、
被
課
税
権
者
た
る

国
民
の
同
意
に
基
づ
く
課
税
を

義
務
づ
け
る
思
想
で
あ
る
。
租

税
法
律
主
義
は
、
形
式
的
法
治

国
家
原
則
と
実
質
的
法
治
国
家

原
則
の
峻
別
に
対
応
し
て
、
形

式
的
租
税
法
律
主
義
と
実
質
的

租
税
法
律
主
義
に
区
分
さ
れ

る
。

1
�1
�形
式
的
租
税
法

律
主
義

形
式
的
租
税
法
律
主
義
（
租

税
法
上
の
合
法
性
の
原
則
、
法

律
に
基
づ
く
課
税
の
原
則
と
も

い
う
。）
は
、
次
の
3
つ
を
意

味
す
る
。

法
律
留
保
の
形
式
で
の
課
税

の
法
律
適
合
性
と
は
、
行
政
執

行
及
び
司
法
は
、
租
税
を
発
明

し
て
は
な
ら
な
い
の
で
あ
っ

て
、
い
か
な
る
租
税
も
法
律
の

根
拠
を
必
要
と
す
る
。

1
�1
�1
�法
律
の
留
保

税
負
担
の
課
税
要
件
と
そ
の

法
律
効
果
は
法
律
を
以
て
定
め

ら
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ

れ
を
法
律
の
留
保
と
い
う
。
課

税
は
、
税
負
担
の
賦
課
が
法
律

に
よ
っ
て
命
じ
ら
れ
て
い
る
場

合
、
そ
し
て
、
そ
の
範
囲
に
限

っ
て
、
許
さ
れ
る
。
税
の
確
定

（
租
税
債
権
の
確
定
）
は
、（
法

律
が
そ
の
法
律
効
果
と
し
て
税

を
定
め
て
い
る
、
そ
う
し
た
）

租
税
構
成
要
件
が
み
た
さ
れ
て

い
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
（
課

税
構
成
要
件
法
定
主
義
、
課
税

要
件
法
定
主
義
）。
法
律
効
果

も
又
、
法
律
か
ら
生
じ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

課
税
要
件
適
合
性
の
原
則
と

結
び
つ
い
て
い
る
、
も
う
ひ
と

つ
の
意
味
が
あ
る
。
税
法
上
の

主
体
（
課
税
権
者
、
納
税
者
な

ど
）、
課
税
客
体
、
課
税
標
準

（
課
税
算
定
基
礎
を
含
む
）
及

び
税
率
も
ま
た
、
―
何
ら
か
の

法
規
か
ら
で
は
な
く
―
形
式
的

法
律
（
制
定
法
）
か
ら
明
ら
か

に
な
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と

い
う
べ
き
で
あ
る
（
日
本
国
憲

法
84
条
「
法
律
」）2
。

税
法
上
の
主
体
（
課
税
権

者
、
納
税
者
な
ど
）、
課
税
客

体
、
課
税
標
準
（
課
税
算
定
基

礎
を
含
む
）
及
び
税
率
は
、
基

本
的
課
税
構
成
要
件
と
い
う
。

税
法
律
は
、
基
本
的
課
税
構

成
要
件
に
つ
い
て
、
下
位
規
範

（
法
規
命
令
）
に
委
任
す
る
こ

と
は
許
さ
れ
な
い
（
国
会
議
決

留
保
の
原
則
）。

課
税
客
体
の
財
産
評
価
が
、

そ
の
税
目
（
例
、
相
続
税
、
固

定
資
産
税
）
の
課
税
に
と
っ
て

必
要
不
可
欠
で
あ
る
場
合
に

は
、
財
産
評
価
を
規
律
す
る
規

定
（
こ
れ
を
以
下
「
財
産
評
価

税
法
」
と
い
う
。）
も
ま
た
、

基
本
的
課
税
構
成
要
件
に
該
当

す
る
。
政
省
令
や
通
達
は
も
と

よ
り
、
規
範
と
し
て
の
告
示
や

条
例
の
規
則
・
評
価
要
領
も
ま

た
、
財
産
評
価
税
法
た
り
え
な

い
。
し
た
が
っ
て
、
そ
の
よ
う

な
財
産
評
価
を
定
め
る
政
省
令

や
通
達
は
も
と
よ
り
、
規
範
と

し
て
の
告
示
や
条
例
の
規
則
な

ど
が
具
体
の
事
案
に
適
用
さ
れ

る
場
合
、
そ
の
適
用
は
違
憲
で

あ
る
と
解
さ
れ
る
。

（
正
規
の
）
立
法
者
の
法
規

命
令
定
立
者
へ
の
授
権
は
、
基

本
的
課
税
構
成
要
件
が
そ
の
内

容
、
目
的
及
び
範
囲
に
つ
い
て

十
分
に
特
定
さ
れ
て
い
る
場
合

に
限
っ
て
、
適
法
で
あ
り
許
容

さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
税
法

律
が
基
本
的
構
成
要
件
に
つ
い

て
充
分
に
明
確
に
し
て
い
る
と

き
に
限
っ
て
、
法
令
委
任
は
適

法
で
あ
る
。

た
だ
し
、
税
法
律
は
、
副
次

的
又
は
技
術
的
な
租
税
構
成
要

件
に
つ
い
て
下
位
規
範
（
法
規

命
令
）
に
委
任
す
る
こ
と
は
で

き
る
と
解
さ
れ
る
（
法
律
優
先

の
原
則
）。

1
�1
�2
�合
法
性
の
原
則

合
法
性
の
原
則
と
は
、
行
政

庁
は
国
民
に
よ
っ
て
そ
の
取
扱

い
を
区
々
に
す
る
こ
と
な
く
、

法
律
で
定
め
た
と
お
り
の
法
律

効
果
を
有
す
る
行
政
行
為
を
発

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を

い
う
。
こ
と
に
租
税
法
の
領
域

に
あ
っ
て
は
、
租
税
構
成
要
件

が
充
足
さ
れ
て
い
る
限
り
、
租

税
行
政
庁
は
、
租
税
債
務
を
恣

意
的
に
減
免
す
る
自
由
を
有
せ

ず
、
又
、
賦
課
徴
収
（
強
制
徴

収
を
含
む
。）
し
な
い
自
由
も

な
く
、
法
律
で
定
め
ら
れ
た
と

お
り
の
税
額
を
賦
課
徴
収
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
を
い
う

（
法
令
遵
守
義
務
）。

さ
ら
に
、
実
定
租
税
法
の
規

定
が
、
社
会
政
策
や
経
済
政
策

の
実
現
を
目
的
と
し
て
、
税
額

控
除
権
や
所
得
控
除
権
等
を
納

税
者
に
付
与
し
て
い
る
場
合
、

納
税
者
の
目
か
ら
見
れ
ば
、
納

税
者
は
税
額
控
除
請
求
権
や
所

得
控
除
請
求
権
を
国
に
対
し
て

有
す
る
。
合
法
性
の
原
則
は
、

行
政
の
法
令
遵
守
義
務
に
と
ど

ま
ら
ず
、
租
税
実
体
法
の
領
域

に
お
い
て
権
利
義
務
関
係
を
も

導
き
出
す
。

1
�1
�3
�法
律
の
優
位

法
規
命
令
（
憲
法
73
条
6
号

但
書
、
内
閣
法
11
条
、
内
閣
府

設
置
法
7
条
3
項
・
4
項
、
国

家
行
政
組
織
法
12
条
）
及
び
行

政
命
令
（
通
達
、
行
政
要
綱
な

ど
）、
さ
ら
に
（
こ
れ
ら
に
基

づ
く
）
行
政
行
為
は
、
法
律
に

反
し
て
は
な
ら
な
い
。
こ
れ
を

法
律
の
優
位
と
い
う
。
法
律
の

法
規
創
造
力
の
原
則
3
（
憲
法

41
条
）
は
法
律
（
制
定
法
）
と

法
の
制
約
内
に
限
っ
て
成
立
す

る
。租

税
立
法
者
の
み
な
ら
ず
租

税
行
政
庁
な
ど
法
適
用
者
も
ま

た
、
法
律
の
留
保
、
課
税
要
件

法
定
主
義
及
び
法
律
の
優
位
に

よ
っ
て
憲
法
上
定
礎
さ
れ
て
い

る
、
形
式
的
租
税
法
律
主
義
に

拘
束
さ
れ
て
い
る
。
他
方
、
租

税
立
法
者
の
み
な
ら
ず
法
適
用

者
も
ま
た
、
法
的
正
義
、
個
人

の
尊
厳
、
基
本
的
人
権
、
国
民

主
権
及
び
社
会
国
家
原
則
を
考

慮
に
入
れ
た
実
質
的
租
税
法
律

主
義
に
も
拘
束
さ
れ
て
い
る
。

自
由
と
財
産
そ
の
他
権
利
へ

の
侵
害
に
つ
い
て
の
一
般
的
法

律
留
保
の
原
則
と
同
様
に
、
租

税
法
上
の
法
律
留
保
の
原
則
は

二
つ
の
構
成
要
素
を
有
し
て
い

る
。
形
式
的
法
治
国
家
の
構
成

要
素
で
あ
る
法
的
安
定
性
と
、

実
質
的
法
治
国
家
の
構
成
要
素

で
あ
る
民
主
主
義
の
も
と
で
正

統
性
の
あ
る
正
義
4
と
が
そ
れ

で
あ
る
。

こ
の
関
連
に
お
い
て
、
合
法

性
の
原
則
は
、
憲
法
上
、
法
的

安
定
性
と
正
義
と
の
緊
張
関
係

に
お
い
て
衡
量
さ
れ
る
。
租
税

法
上
の
合
法
性
の
原
則
（
租
税

法
律
主
義
）
は
、
具
体
の
事
案

に
お
い
て
、
信
義
則
又
は
平
等

と
衡
量
さ
れ
、
場
合
に
よ
っ
て

は
、
そ
れ
ら
に
劣
後
す
る
こ
と

も
あ
り
う
る
5
。

1
�2
�実
質
的
租
税
法

律
主
義

日
本
国
憲
法
制
定
後
、
法
治

国
家
又
は
そ
の
原
理
を
表
示
す

る
法
治
主
義
は
、
個
人
の
尊
厳

を
最
上
位
の
憲
法
価
値
と
し
て

据
え
、
基
本
的
人
権
保
障
を
目

的
と
し
て
、
そ
の
為
の
手
段
を

体
系
的
に
呈
示
す
る
も
の
と
し

て
条
文
編
成
（
理
論
構
成
）
さ

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
（
実
質
的

法
治
国
家
、
実
質
的
法
治
主

義
）6
。日
本
国
憲
法
下
の
法
治

国
家
は
た
し
か
に
法
律
国
家
で

も
あ
る
が
、
し
か
し
同
時
に
、

法
的
正
義
を
目
標
と
す
る
実
質

的
法
治
国
家
を
も
標
榜
し
て
い

る
。
こ
の
こ
と
は
特
に
、
前
叙

の
憲
法
並
び
に
「
法
律
と
法
」

へ
の
覊
束
に
表
現
さ
れ
て
い

る
。
法
的
正
義
は
日
本
国
憲
法

の
価
値
秩
序
に
よ
っ
て
実
体
化

さ
れ
て
い
る（
憲
法
前
文
）。か

く
し
て
、
実
質
的
法
治
国
家
は

「
法
的
正
義
」
の
も
と
で
と
り

わ
け
個
人
の
尊
厳
、
人
間
の
自

由
と
平
等
、
及
び
基
本
権
並
び

に
国
民
主
権
の
下
で
君
主
主
権

を
否
定
し
そ
し
て
主
権
在
民
を

保
障
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
そ

の
よ
う
な
基
本
的
人
権
及
び
行

政
法
上
国
に
対
す
る
国
民
の
対

等
な
権
利
を
伴
わ
な
い
法
治
国

家
は
考
え
ら
れ
な
い
。
そ
し

て
、
社
会
的
法
治
国
家
（
憲
法

25
条
、
28
条
）は
、個
人
の
生
存

権
保
障
を
も
目
標
と
す
る
。

2
�
国
民
主
権
の
理
念
に
の
っ
と
り
、

防
御
権
を
納
税
者
は
有
す
る
!!

行
政
機
関
の
保
有
す
る
情
報

の
公
開
に
関
す
る
法
律
（
こ
れ

を
、
以
下
「
情
報
公
開
法
」
と

い
う
。）
は
、
そ
の
第
1
条
に

お
い
て
、「
こ
の
法
律
は
、
国

民
主
権
の
理
念
に
の
っ
と
り
、

行
政
文
書
の
開
示
を
請
求
す
る

権
利
に
つ
き
定
め
る
」
と
規
定

す
る
。
国
民
は
、
実
定
法
レ
ベ

ル
に
お
い
て
実
体
法
上
の
「
行

政
文
書
の
開
示
を
請
求
す
る
権

利
」（
こ
れ
を
「
情
報
開
示
請

求
権
」、「
情
報
ア
ク
セ
ス
権
」

と
も
い
う
。）
を
有
す
る
。
情

報
公
開
法
（
1
条
・
3
条
の
定

め
る
情
報
ア
ク
セ
ス
権
）
は
明

文
を
以
て
「
国
民
の
国
に
対
す

る
権
利
」
を
規
律
す
る
。

そ
う
だ
！

国
税
通
則
法
に

お
い
て
も
、
国
民
主
権
の
理
念

に
の
っ
と
り
、
防
御
権
（
憲
法

3
1
条
）
を
黙
示
的
に
付
与
さ

れ
て
い
る
も
の
と
憲
法
適
合
解

釈
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
聴

聞
権
や
弁
明
権
、
理
由
付
記
請

求
権
、
税
務
調
査
立
会
権
、
税

務
調
査
命
令
の
事
前
請
求
権
が

そ
の
例
で
あ
る
。
け
だ
し
、
実

定
租
税
手
続
法
が
、「
国
民
の

国
に
対
す
る
権
利
」
を
剥
奪
す

る
よ
う
な
こ
と
が
あ
っ
て
は
な

ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。

国
民
主
権
の
原
理
に
整
合
す

る
憲
法
適
合
解
釈
に
よ
っ
て
は

じ
め
て
、
国
税
通
則
法
の
領
域

に
お
い
て
、
納
税
者
は
、
国
と

の
法
律
関
係
に
お
い
て
権
利
義

務
の
主
体
と
な
る
こ
と
が
で
き

る
。納
税
者
は
、旧
来
の
法
解
釈

に
よ
れ
ば
、
実
定
法
レ
ベ
ル
に

お
い
て
権
利
主
体
と
し
て
扱
わ

れ
て
い
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。
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